
　行動計画の策定に当たっては、経営者が明確に「仕事と家庭の両立」を人事戦略の一つとして位置づけることが不可欠です。経営者が、現状から一歩でも二歩でも前進する行動計画を策定することや、労働者により労働意欲を持ってもらうためにはどうするべきかなど、自社の取組方針を明確にしましょう。



· 自社の現状を把握しましょう。例えば、次のような方法があります。

・自社の今期の行動計画の実施状況を把握

・自社の育児支援制度の利用状況を確認

· 厚生労働省が定めた「両立指標」（※１）を活用し、自社の両立支援レベルと課題を確認

· 国が作成した「行動計画策定指針」（※２）を活用して、取組内容を検討

【※１　両立指標】

　　　 両立支援のひろば内の両立診断サイトhttps://ryouritsu.mhlw.go.jp/ryouritsushihyou/を
ご覧ください。

【※２　行動計画策定指針】

　厚生労働省ホームページhttp://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/jisedai/sisin.html
をご覧ください。   
　●  労働者のニーズを把握しましょう。

      ・例えばアンケートやヒアリング、グループインタビューなどを行うことが有効です。


　●　計画期間の設定 … 行動計画策定指針では、令和７年３月３１日まで、計画的に策定し、実施することが求められています。


　　　　  ○計画期間を２年から５年間の範囲とする。

　　　　　○自社の実情を把握して適切と思われる計画期間を設定する。

· 目標の設定 … 自社の実情に応じ、労働者のニーズを踏まえたものを設定しましょう。


· 現状より少しでも労働環境をよくするものとする。
· 進捗を客観的に把握できるように目標はできるだけ数値で表せるものとする。

· 設定する目標の数は、１つでも複数でも構いません。

· 法定の最低基準を上回る制度の整備を目標とする。

· 新たな制度を導入しないときは、現在の制度を利用できる環境整備を図ることを

　目標とする。

· 目標達成のための対策の設定 …「目標達成のための対策」と「実施時期」を定めましょう。

· 自社の実情に応じて、できることを具体的にあげる。

· 「いつまでに」「どんなことを実施するのか」を計画期間内に割り振りする。
· 助成金制度等、国や県などの支援制度を活用することを検討する。



· 行動計画が完成したら、定められた様式（一般事業主行動計画策定・変更届）により、行動計画を策定した旨を広島労働局雇用均等室に届け出る必要があります。行動計画そのものを提出する必要はありません。

· 一般事業主行動計画策定・変更届の裏面の太枠（ア、イ、ウなど）は、行動計画の目標と合う箇所を○で囲んでください。

（行動計画例）






· 目標は１つでも２つでもよく、自社の実情に合わせて設定できます。ここに挙げた項目をすべて盛り込む必要はありませんし、また、これら以外の内容を盛り込むこともできます。

· その他の目標例


一般事業主行動計画の策定方法





１　　自社の雇用環境整備の現状・労働者のニーズを把握しましょう





２　　行動計画を策定しましょう（行動計画例は次ページをご覧ください）�　　①計画期間の設定、②目標の設定、③目標達成のための対策の設定








ポイント





ポイント





ポイント





３　　行動計画を策定した旨を、広島労働局雇用均等室へ届け出ましょう





４　　行動計画を実施しましょう





令和　　　年 　　月　　日





○○株式会社行動計画（第○回）





　従業員が仕事と家庭を両立させることができ、全ての従業員がその能力を充分に発揮できるようにするため、次のように行動計画を策定する。





１　計画期間　令和 　　年 　　月 　　日　～　令和　　　年 　　月 　　日





２　内　　容　





　子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための雇用環境の整備





目標１　子どもの出生時に父親が取得できる休暇制度を導入する。


＜対策＞令和　　年　　月～　従業員のニーズ把握，休暇日数など制度内容を検討


　　　　令和    年　　月～　制度を導入し、従業員に周知する





目標２　現行の子の看護休暇制度(育児・介護休業法第１６条の２、１６条の３)に加え、中学校入学までの子を養育する従業員が、１年間に５日を限度とし、子の看護のために休暇を取得できる制度を導入する。


＜対策＞令和　　年　　月～　制度内容を検討する


　　　　令和　　年　　月～　制度を導入し、従業員に周知する





　働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備　





目標３　ノー残業デーを月に○日設定し、実施する。


＜対策＞令和　　年　　月～　残業時間の現状を把握し、業務の効率化を検討する


　　　　令和　　年　　月～　ノー残業デーを導入し、従業員に周知する





目標４　年次有給休暇の取得日数を１人最低○日以上とする。


＜対策＞令和　　年　　月～　年次有給休暇の取得状況を把握する


　　　　令和　　年　　月～　取得促進に向けて管理職研修会を実施する


　　　　令和　　年　　月～　取得の少ない従業員に対して、年次有給休暇の取得を勧める








２～５年間で設定してください。





半日単位で取得できる休暇制度の導入も考えられます。





目標数値を入れてください。





（全ての目標について）


　目標を達成するために、＜対策＞におよその計画期間を記入してください。





　例）令和４年７月～　ニーズの把握，制度検討


　　 令和５年４月～　制度を導入し，従業員に周知





育児・介護休業法に基づく育児休業や時間外労働・深夜業の制限、子の看護休暇、雇用�保険法に基づく育児休業給付、労働基準法に基づく産前産後休暇などの諸制度を周知する。


従業員がベビーシッターや延長保育、病後児保育施設などを利用する場合の費用の○％�（上限月□万円）を支給する。


出産や子育てによる退職者についての再雇用制度を導入する。


○　男性従業員が育児休業を取得できること、企業としてむしろそれを奨励することを、�　　社内報等を通じて経営者のメッセージとして伝える。


○　子どもが保護者である従業員の働いているところを見ることができる「子ども参観日」�　　を実施する。　　　など
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